
労災保険の追加給付等の対象となる方の例

次の①②のどちらか、または①②両方の影響により、
追加給付の有無やその額が決まります

今回の年金スライド率の改正により、追加給付等の対象となる方、対象とならない方をご説
明します。

♦対象となる方
2004（H16）年８月以降の労災保険給付について、現在、対象となる方や追加給付額を確

定させるため、システムによる再計算を進めているところです。今しばらくお時間をいただ
きますが、ご理解をいただきますようよろしくお願いいたします。
～追加給付の対象となる方の例～
（例）2001(H13)年６月に夫が亡くなり、翌月から2017(H29)年６月分まで、遺族補償年金を受給

していたAさん(45歳)の場合
※現在の年金支給額：給付基礎日額（注１）１万円×153日分(ご遺族１名)＝153万円
→ 追加給付額は、90,270円 ＋加算額（注２）（5,370円）

＜計算方法＞
153万円× １％ ×４年＝61,200円 153万円×0.2％×１年 ＝3,060円
153万円×0.4％×１年＝6,120円 153万円×0.6％×１年＝9,180円
153万円×0.7％×１年＝10,710円

（例）2012(H24)年10月に被災し、同月から2019（H31）年３月現在も、障害補償年金を受給している
Bさんの場合

現在の年金額：給付基礎日額（注１）１万円×313日分(障害等級１級)＝313万円
→ 追加給付額は、55,296円 ＋加算額（注２）（552円）

＜計算方法＞
313万円×0.2％×１年＝6,260円 313万円×0.4％×２年８ヶ月≒33,386円
313万円×0.5％×１年＝15,650円

※2001(H13)に被災した方は、
・H18.８～H21.７分及びH22.８～Ｈ23.７分の４年について、改正前後のスライド率の差が+１％
・H25.８～H26.７分の１年について、改正前後のスライド率の差が+0.2％
・H26.８～Ｈ27.7分の１年について、改正前後のスライド率の差が+0.4％
・H27.８～Ｈ28.7分の１年について、改正前後のスライド率の差が+0.6％
・H28.８～Ｈ29.7分の１年について、改正前後のスライド率の差が+0.7％

なお、H16.8～H18.7分、H21.8～H22.7分及びH23.8～H25.7分のスライド率は、算定の結果、変化しない。

※2012(H24)に被災した方は、
・H26.8～H27.7分の１年について、改正前後のスライド率の差が+0.2％
・H27.8～H29.7分及びH30.8～H31.3分の2年8ヶ月について、改正前後のスライド率の差が+0.4％
・H29.８～H30.７分の１年について、改正前後のスライド率の差が+0.5％

なお、H26.7までは、制度上、スライド率の適用を受けない。

① 年金スライド率の改正

労災年金

♦対象とならない方
【2019年４・５月(６月支払)分について、今回のスライド率の改正による影響がない方】
○2005(H17)年度、2006(H18)年度、2016～2018(H28～30）年度に被災された方及びそ
のご遺族

【2019年3月分までにお支払いしたものについて、スライド率の改正による追加給付の対象
とならない方】
○2017(H29)年度、2018(H30)年度に被災された方及びそのご遺族
（制度上、まだスライド率の適用を受けないため）
○2004(H16)年度～2011(H23)年度に被災された方及びそのご遺族の方に対して
2015(H27)年7月31日までの分として支給された分、2016（H28）年度に被災された方及
びそのご遺族

（算定の結果、スライド率が上昇しなかったため）
○給付基礎日額（注１）が年齢階層別最高限度額の適用を受ける方
（25歳未満・70歳以上：約13,000円～50歳代前半：約25,000円）
○このほか、再計算の結果、対象とならない場合もあります。
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～追加給付の対象となる方の例～
（例）2018(H30)年４月から2019（H31）年３月現在まで障害補償年金（障害等級5級：

給付基礎日額（注１）184日分／年）を受給しているCさん(66歳)の場合
※ Cさんは平均賃金が3,000円であったため、2018年４月から７月までは3,920円、
2018年８月から2019年３月までは3,940円の最低保障額で支給されています。

★改正により、最低保障額が上記表のとおり、それぞれ10円増額します。
→ 追加給付額は

10円×184日／年（2018年4月～2019年3月）＝ 1,840円 ＋加算額（注２）（18円）

② 最低保障額（自動変更対象額）の改正

♦対象となる方
各期間の「改正後」の値を下回る給付基礎日額（注１）が適用されていた方

（注１）給付基礎日額：基本的には、労働基準法上の｢平均賃金｣に基づき決まるものです。ご
自身の給付基礎日額は、「支給決定通知書」や「変更決定通知書」（別紙参照）などで
確認することができます。

（注２）加算額：過去に行われた給付額と本来であれば給付されていた金額との「差額」に、
その「差額」が現在価値に見合う金額となるようにするための金額を加算するものです。

今回の最低保障額の改正により、追加給付等の対象となる方、対象とならない方をご説明します。

♦対象とならない方
各期間の「改正後」の値以上の給付基礎日額（注１）が適用されていた方



① 最低保障額（自動変更対象額）の改正

今回の休業スライド率の改正により、追加給付等の対象となる方、対象とならない方をご説明します。

♦対象とならない方
【2019年3月までの休業分としてお支払いしたものについて】

ア 1999(H11)年以降に被災された方は、スライド率の変更がありませんので、追加給付
の対象となりません。

イ 給付基礎日額（注１）が年齢階層別最高限度額の適用を受ける方（25歳未満・70歳以上：約
13,000円～50歳代前半：約25,000円）については、追加給付の対象となりません。

♦対象となる方（上記イに該当する場合を除きます。）
【2019年４月分について、今回のスライド率の改正により金額が上がる方】
○次のいずれかの時期に被災し、その被災が原因で2015（H27）年7月時点で給付を受けていた方
・1996(H8)年10月～12月 ・1998(H10)年１月～３月 ・1998(H10)年７月～９月

【2019年3月までの休業分としてお支払いしたものについて】
2004（H16)年７月以降の労災保険給付について、現在、対象となる方や追加給付額を確定させ

るため、システムによる再計算を進めているところです。今しばらくお時間をいただきますが、
ご理解をいただきますようよろしくお願いいたします。なお、追加給付の対象となるのは、例え
ば以下のような方です。

○1997(H9)年4月～6月に被災し、その被災が原因で2013（H25）年１月時点で給付を受けていた方
○1998(H10)年10月～12月に被災し、その被災が原因で2013（H25）年７月時点で給付を受けていた方
○1998(H10)年7月～9月に被災し、その被災が原因で2015（H27）年７月時点で給付を受けていた方

など

② 休業スライド率の改正

～追加給付の対象となる方の例～
（例）2013(H25)年10月１日から30日間休業補償給付・休業特別支給金（合わせて給付基礎日額

（注１）の80％）を受給していたDさんの場合
※Dさんは平均賃金が3,000円であったため、最低保障額の3,930円で支給されていました。
★改正により、同期間については3,930円から3,940円に最低保障額が10円増額します。

→ 追加給付額は、10円×80％×30日＝ 240円 ＋加算額（注２）（４円）

（注１）給付基礎日額：基本的には、労働基準法上の｢平均賃金｣に基づき決まるものです。ご自身の給
付基礎日額は、「支給決定通知書」や「変更決定通知書」（別紙参照）などで確認することがで
きます。

（注２）加算額：過去に行われた給付額と本来であれば給付されていた金額との「差額」に、その「差
額」が現在価値に見合う金額となるようにするための金額を加算するものです。

休業（補償）給付 労災保険の追加給付等の対象となる方の例

以下の①②のどちらか、または①②両方の影響により、
追加給付の有無やその額が決まります

（円）

♦対象とならない方
各期間の「改正後」の値以上の給付基礎日額（注１）が適用されていた方

♦対象となる方
各期間の「改正後」の値を下回る給付基礎日額（注１）が適用されていた方

今回の最低保障額の改正により、追加給付等の対象となる方、対象とならない方をご説明します。
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